
J. Jpn. For. Soc. 90（ 4）2008232～240

I.　は　じ　め　に

　林分材積の成長量は，林齢とともに増加し，最大に達し
た後に徐々に減退していくと考えられる（Kira and Shidei, 
1967； Ryan et al., 1997）。林分材積の平均成長量が具体的
にいつの時点で最大に達するのかということは，伐期の設
定に関連するので，林業経営において最も基礎的な情報の
一つである。
　平均成長量が最大となる時期を明らかにするためには，

固定試験地を設定して継続的な調査を行うことが最も確実
な方法である。しかし，長期間にわたってデータを収集し
続けることは多くの困難を伴うので，高齢級を含む実測
データに基づいて成長減退の時期を検討した報告（細田，
1995；大住ら，2000）は，わが国の主要樹種であるスギに
ついてさえ意外に少ない。細田（1995）は紀州地方の高齢
スギ人工林における長期モニタリングデータを解析し，林
分材積の平均成長量が最大となる時期が，収穫表が予想
するよりも 20年遅延したことを報告した。また，大住ら
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（2000）は秋田地方の高齢スギ人工林での継続調査データ
を分析し，林分材積の成長傾向が収穫表の予測と一致し，
林分材積の平均成長量の明瞭な低下が認められないことを
報告した。上記の報告はいずれも，スギ人工林の平均成長
量が長期にわたって最大値に達しないことを示している。
しかし，前者は対象とした試験区の数が少なく，後者は試
験区の多くが地位の良い林分であることから，平均成長量
の増加が長期的に持続することがより普遍的な傾向である
かどうかについてさらに検討を進める必要がある。
　ところで，寺崎ら（1964）は秋田地方に設定されたスギ
人工林の多数の試験地のモニタリングデータを用いて，若
齢から壮齢にかけての林分成長の傾向を分析し，ほとんど
の試験地が平均成長量最大の時期に達していないことを示
した。この報告で用いられた試験地のうちの半数は現在で
も測定が継続されており，その林齢は 90年以上に達して
いる。また，これらの試験地の地位は中程度を中心に分布
しており，秋田地方で検討されなかった地位を対象に林分
成長の推移を分析することができる。本報告では，これら
の試験地の長期継続調査データを解析し，秋田地方のスギ
人工林における林分材積成長量の長期的な推移を調べた。
本研究の焦点は，1）林分材積の平均成長量が長期にわた
り増加し続けるかどうかを明らかにすること，2）林分に
おける伸長成長・肥大成長の推移を明らかにし，林分材積
成長との関連について考察することである。

II．資 料 と 方 法

　1．対象地と調査方法
　本研究では，旧秋田営林局管内（秋田県と山形県の国
有林）のスギ人工林収穫試験地のうち 10試験地における
29試験区を対象とした（図‒1および表‒1）。1934年から
1940年にかけて，各試験地において，約 0.2 haの三つの
試験区が設定され，試験地内の胸高直径 7.0 cm以上の個
体について胸高帯と立木番号を付与し，胸高直径と樹高が
測定された。以後，壮齢期（平均すると 67.9年生）まで
は 5年，高齢期においては約 10年の間隔で胸高直径と樹
高が測定された。ただし，戦争などの影響を受け，必ずし
もこの間隔は厳密には守られていない。また，樹高につ

いては標準木のみを測定した場合がある。最新の調査は
1998年から 2006年までに実行され，各林分の林齢は 88
年から 104年に達している。各試験地では寺崎式 B種間
伐を主体とした間伐が実施されてきたが，男鹿山試験地で
は設定以来間伐が実施されていない。対象とした試験地の
概要を表‒1に示す。調査方法ならびに各試験地に関する
詳細は寺崎ら（1964）を参照されたい。
　なお，本研究で取り上げた 10の試験地以外にも秋田地
方で調査を継続中のスギ人工林収穫試験地が存在するが，
立木番号の残存状態が悪く，多くの個体において追跡調査
ができていなかったため，間伐量と枯損量を把握すること
ができなかった。そのため，本研究の対象からは除外した。
　2．解 析 方 法
　1）林分構成値
　測定時ごとに，林分材積，平均樹高，上層樹高，胸高断
面積合計（以下，断面積合計と記す），本数密度を求めた。
林分材積については，胸高直径と樹高から材積表（林野庁，
1970）を利用して個体ごとの材積を算出し，それを試験区
の全個体について積算することによって求めた。樹高が測
定されていない個体については，樹高曲線から推定した。
平均樹高は次の調査までに間伐されなかった個体の平均値

表‒1.　試験地の概要

No. 試験地 試験区数
林齢

標高
（m）

年平均気温*
（℃）

月平均気温*
年間降水量*
（mm）

最深積雪*
（m）調査開始年 最新調査年 1月 7月

（yr） （yr） （℃） （℃）
1 岩川 3 35 93 176 9.1 －3.1 21.4 1732.6 0.72
2 上大内沢 3 27 88 143 9.2 －2.7 21.4 1712.3 0.72
3 桐内沢 3 39 101 470 7.9 －4.0 20.2 2134.3 2.14
4 仁鮒小掛山 3 32 104 230 8.6 －3.2 20.7 1635.1 0.84
5 大開 3 27 90 159 9.6 －2.0 21.6 1756.2 0.74
6 男鹿山 ** 3 31 96 334 9.1 －1.0 19.2 1629.6 0.27
7 大沢 3 31 94 297 8.6 －3.5 20.9 2171.0 1.05
8 大座崩 2 33 96 205 8.7 －3.0 20.7 2066.4 0.96
9 下内沢 3 37 102 331 7.7 －4.3 20.0 1889.2 0.79

10 戸沢山 3 35 100 449 9.3 －2.2 20.7 1283.7 0.44

　* 気象データはメッシュ気候値（気象庁，2002）より算出した。** 無間伐の試験地を示す。

図‒1．試験地の位置
図中の番号は表‒1と合致している。



J. Jpn. For. Soc. 90（ 4）2008234

として算出し，収穫表との比較から地位を把握するのに用
いた。上層樹高は上位樹高 250本/haの平均値として算出
し，本数密度が 250本/ha未満の場合は，全個体の平均値
として算出した。上層樹高と断面積合計は，林分における
伸長成長と肥大成長の推移を把握するために用いた。伸長
成長の指標として，平均樹高ではなく上層樹高を用いたの
は，下層間伐の前後で個体の樹高に変化がないにも関わら
ず平均樹高が増加するので，林分の発達過程を記述するの
に不十分であると考えたためである。
　2）成長量の算出
　総成長量，総平均成長量および定期平均成長量を用いて，
林分材積，胸高断面積合計および上層樹高の成長量を記述
した。ある林齢 tにおける量を Z（t）とすると，林齢 tに
おける総成長量 G（t），総平均成長量 GMAI（t），林齢 tから
n年間の定期平均成長量 GPAI（t, n）は以下のようにあらわ
すことができる（大隈ら，1971）。

　　　　　  （1）　
　　　　　  （2）　
　　　　　  （3）　

ある林齢 tまでの間伐収穫の合計 Y（t）と林齢 tにおける現
存量 S（t）の和 Y（t）＋S（t）を Z（t）に代入することによって，
林分材積総純成長量，林分材積総平均純成長量，林分材積
定期平均純成長量を（1）式～（3）式から算出した。Y（t）＋
S（t）に林齢 tまでの枯損量の合計M（t）を加えた量 Y（t）＋
S（t）＋M（t）を Z（t）に代入することによって，林分材積総
粗成長量，林分材積総平均粗成長量，林分材積定期平均粗
成長量を（1）～（3）式から算出した。断面積合計についても，
林分材積と同じ手順で断面積合計総純成長量や断面積合計
総粗成長量などを算出した。上層樹高については，ある林
齢の上層樹高 H（t）をそのまま Z（t）に代入することによっ
て，上層樹高総成長量，上層樹高総平均成長量，上層樹高
定期平均成長量を（1）～（3）式から算出した。したがって，
算出した成長量は，林分材積と断面積合計がそれぞれ 6種
類，上層樹高が 3種類である。試験地設定前の間伐量や枯
死量については無視した。
　なお，既存の報告において，単に「総収穫量」，「平均
成長量（総平均成長量）」および「連年成長量」と記述さ
れている場合は，このようにして算出した林分材積総純成
長量，林分材積総平均純成長量および林分材積定期平均純
成長量のことを意味することが多い（山田・村松，1963）。
本研究で既存の報告を引用する場合には，平均成長量と連
年成長量を林分材積平均純成長量と林分材積定期平均純成
長量とみなした。
　3）最大成長量を示す林齢の推定
　各林分構成値の成長量が持続するかどうか明らかにする
ために，各林分構成値の総平均成長量と定期平均成長量
の最大値を示す林齢（以下，ピーク林齢と記す）を求め
た。本研究のデータは 5年あるいは 10年以上の測定間隔
が空いた調査から得られたものであり，さらに，試験地に

よって調査が行われた林齢が異なっていたので，調査デー
タから，直接的に，適切なピーク林齢を推定することは困
難であった。そのため，まず，各林分構成値の総成長量の
データに平滑化スプラインによる平滑化処理を行い（竹澤，
2001），調査期間中の毎年における総成長量を推定した。
次に，推定した総成長量に基づいて，（2）式と（3）式より，
毎年における総平均成長量と定期平均成長量を算出し，全
調査期間中で最大の値を示す林齢をピークの林齢とした。
　4）林分胸高形数の算出
　形数法を応用すると，形状成長・伸長成長・肥大成長と
材積成長との関係を統一的に理解できることが知られてい
る（堀田，1928）（IV. 2.で詳述する）。本研究では，林分
における伸長成長・肥大成長の推移と，林分材積成長の推
移との関連について考察することを目的の一つとしている
ので，林分胸高形数を算出し，その経年推移を調べた。林
分胸高形数 aは，林分材積総成長量 V，断面積合計総成長
量 B，上層樹高 H から，a＝V/（BH）として求めた。
　5）既存資料との比較
　成長傾向を比較検討し，地位を把握するための参考資料
として，秋田地方すぎ林林分収穫表（秋田営林局，1949）（以
下，収穫表と記す）を用いた。平均樹高，林分材積総成長
量，林分材積総平均成長量，林分材積定期平均成長量を収
穫表の地位級別のそれらと比較できるように図示した。
　林分密度の推移を把握するために，秋田地方国有林スギ
林分密度管理図（林野庁，1980）（以下，密度管理図と記す）
を用いた。林分密度と林分材積との関係を密度管理図のそ
れと比較できるように図示した。
　6）統 計 解 析
　定期平均成長量は，総成長量や総平均成長量と比べて，
測定誤差の影響を強く受ける。そのため，調査期間ごとの
変動が大きく，成長量の推移傾向をグラフから視覚的に把
握することが難しかった。このことを考慮して，すべての
試験区のデータを用いて，調査期間の期首と期末の平均林
齢と各林分構成値の定期平均成長量との関係に平滑化スプ
ライン曲線を回帰した（Wang and Ke, 2004）。回帰曲線に
よって，各林分構成値における定期平均成長量の経時変化
の全般的な推移傾向を把握した。
　林分材積総平均純成長量と林分材積総平均粗成長量の
ピーク林齢の平均値を t検定で比較した。
　上層樹高総平均成長量，断面積合計総平均純成長量，林
分材積総平均純成長量のピーク林齢の平均値をボンフェ
ローニの多重比較検定で比較した。上層樹高総平均成長
量，断面積合計総平均粗成長量，林分材積総平均粗成長量
のピーク林齢の平均値についてもボンフェローニの多重比
較検定で比較した。定期平均成長量のピーク林齢について
も同様に比較した。
　なお，いくつかの試験区については，調査開始時点ある
いは最終調査時点で最大値を示しており，実際のピーク林
齢を特定できなかった。その場合には，調査開始時点ある
いは最終調査時点の林齢をピーク林齢とみなして平均値を
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算出した。
　林分胸高形数の推移傾向を把握するために，すべての試
験区のデータを用いて，林齢と林分胸高形数の関係に一次
式を回帰した。

III．結　　　　　果

　1．地位の把握
　29試験区における平均樹高の推移は収穫表の地位上と
地位下との間に分布していた（図‒2）。林分材積総純成長
量は林齢 100年で 800～1,900 m3 ha－1であった（図‒3（a））。
この範囲は収穫表の地位上と地位下との間に位置してい
た。このように 29試験区は，地位中を中心として比較的
幅の広い地位の林分が含まれていた。なお，林齢 100年で
最も成長の良かった試験区では，林齢 80年頃以降，林分
材積総純成長量の増加がわずかであったが，これは，台風
の倒木被害によるものであった。林分材積総粗成長量の推
移の大まかな傾向は，林分材積総純成長量と一致していた
（図‒3（b））。
　2．林分材積成長量の推移
　林分材積総平均純成長量と林分材積総平均粗成長量は，
林齢とともに増加した後に，減少に転じるか，もしくは一
定の値を保ち，推移の大まかな傾向は両者一致していた
（図‒4（a）， （b））。
　林分材積定期平均純成長量は，調査期間ごとに大きく変
動したが，全般的な傾向としては，50年程度で最大値に

達し，その後，林齢とともに減少していた（図‒5（a））。林
分材積定期平均粗成長量の推移の大まかな傾向は林分材積
定期平均純成長量のそれと一致していた（図‒5（b））。

図‒2．平均樹高の推移

図‒3． 林分材積総純成長量（a）と林分材積総粗成長量
（b）の推移

図‒4． 林分材積総平均純成長量（a）と林分材積総平均
粗成長量（b）の推移

図‒5． 林分材積定期平均純成長量（a）と林分材積定期
平均粗成長量（b）の推移

図中の太線は平滑化スプラインによる推定値を示す。

図‒6． 林分材積総平均純成長量（a），林分材積総平均
粗成長量（b），林分材積定期平均純成長量（c）
および林分材積定期平均組成長量（d）における
ピーク林齢の頻度分布

図中の灰色の部分と黒い部分は，それぞれ，調査開始時と最終調
査時に最大値を持つ試験区を示す。
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　林分材積総平均純成長量の最大値を示す林齢は，ひと山
型の分布を示した（図‒6（a））。80～90年で最大となる試験
区が多く，その平均林齢は 80.4年（95％信頼区間 76.5～
84.4年）であった。四つの試験区では最終調査時点で最大
値を示した。林分材積総平均粗成長量の最大値を示す林
齢は，ひと山型の分布を示した（図‒6（b））。80～100年で
最大となる試験区が多く，その平均林齢は 86.1年（81.9～
90.3年）であった。11の試験区では最終調査時点で最大
値を示した。林分材積総平均粗成長量の最大値を示す林齢
は，林分材積総平均純成長量のそれと比べて高齢であった
（t-test, p＝0.007）。
　林分材積定期平均純成長量と林分材積定期平均粗成長量
の最大値を示す林齢は，ともに 30～50年の試験区が多く
（図‒6（c），（d）），その平均林齢はそれぞれ 46.7年（41.9～

51.5年）と 45.7年（41.1～50.4年）であった。九つの試験
区では調査開始時点で最大値を示した。
　3．上層樹高成長量と断面積合計成長量の推移
　上層樹高総平均成長量は，調査開始時点よりも前に最大
に達するようで，林齢とともに減少した（図‒7（a））。上層
樹高定期平均成長量は調査期間ごとに大きく変動したが，
全般的な傾向としては，林齢とともに減少した（図‒7（b））。
一つの試験区で，上層樹高定期平均成長量が負の値を示し
た（図‒7（b））。前後の測定値の推移から判断すると，樹高
測定時の誤差の影響で上層樹高定期平均成長量が負になっ
たと考えられる。
　断面積合計総平均純成長量と断面積合計総平均粗成長量

は林齢とともに増加した後に，減少に転じており，推移の
大まかな傾向は両者で一致していた（図‒8（a），（b））。
　断面積合計定期平均純成長量は調査期間ごとに大きく変
動したが，全般的な傾向としては，林齢とともに減少して
いた（図‒9（a））。断面積合計定期平均粗成長量の推移の大
まかな傾向は断面積合計定期平均純成長量のそれと一致し
ていた（図‒9（b））。二つの試験区で断面積合計定期平均純
成長量が負の値を示した（図‒9（a））。56～61年，66～71
年および 76～81年の測定期間で負の値を示したのは，同
一の試験区であり，無間伐区であった。また，86～101年
の測定期間で負の値を示した試験区では，該当期間中に台
風の倒木被害がみられた。よって，自己間引きや風倒によ
る枯死木の発生の影響で断面積合計定期平均純成長量が負
になったと考えられる。
　上層樹高総平均成長量の最大値を示す林齢は 27年から
53年の間に分布していた（図‒10（a））。30～40年で最大
となる試験区が多く，その平均林齢は 35.9年（33.8～38.0
年）であった。多くの試験区で第一回目の調査時点で最大
値を示した。上層樹高定期平均成長量の最大値を示す林齢
は，28年から 71年の間に分布していた（図‒10（b））。30～
40年で最大となる試験区が多く，その平均林齢は 38.9年
（35.0～42.7年）であった。多くの試験区で第一回目の調査
時点で最大値を示した。二つの試験区では他の試験区と比
較して，著しく高い林齢（68年と 71年）で最大値を示した。
定期平均成長量は測定誤差の影響を強く受けることや，こ
れらの試験区の上層樹高の推移から判断すると，樹高の測

図‒7． 上層樹高総平均成長量（a）と上層樹高定期平均
成長量（b）の推移

図中の太線は平滑化スプラインによる推定値を示す。■はマイナ
ス成長を示す。

図‒8． 断面積合計総平均純成長量（a）と断面積合計総
平均粗成長量の推移

図‒9． 断面積合計定期平均純成長量（a）と断面積合計
定期平均粗成長量（b）の推移

図中の太線は平滑化スプラインによる推定値を示す。■はマイナ
ス成長を示す。

図‒10． 上層樹高総平均成長量（a），上層樹高定期平均
成長量（b）におけるピーク林齢の頻度分布

図中の灰色の部分は調査開始時に最大値を持つ試験区を示す。
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定誤差の影響によって，これらの試験区では最大値を示す
林齢が過大になった可能性が高い。
　断面積合計総平均純成長量と断面積合計総平均粗成長量
の最大値を示す林齢は，35年から 86年の間および 35年
から 87年の間に分布していた（図‒11（a），（b））。その平
均林齢は，それぞれ，55.4年（50.3～60.6年）と 55.8年
（50.7～60.8年）であった。断面積合計定期平均純成長量
と断面積合計定期平均粗成長量の最大値を示す林齢は，ほ
とんどの試験区で 40年未満であり（図‒11（c），（d）），そ
の平均林齢は 36.7年（33.0～40.4年）と 34.4年（32.9～
35.9年）であった。多くの試験区で第一回目の調査時点で
最大値を示した。
　上層樹高総平均成長量，断面積合計総平均純成長量，林

分材積総平均純成長量が最大を示す林齢の平均値は，上
層樹高＜断面積合計＜林分材積の順に高齢に推移した
（Bonferroni test, p＜0.05）。粗成長量を対象とした場合で
も同様の傾向が認められた。
　上層樹高定期平均成長量，断面積合計定期平均純成長
量，林分材積定期平均純成長量が最大を示す林齢の平均値
には，上層樹高＜林分材積，断面積合計＜林分材積なる関
係が認められ（Bonferroni test, p＜0.05），上層樹高と断面
積合計については差が認められなかった（Bonferroni test, 
p＞0.05）。粗成長量を対象とした場合でも同様の傾向が認
められた。
　4．林分胸高形数の推移
　林分材積総純成長量から求めた林分胸高係数 anetは林
齢 tともに直線的な推移を示し，両者の間には，無間伐林
で anet＝0.000309 t＋0.408591，間伐林で anet＝－0.000453 t
＋0.437629なる関係が認められた（p＝0.000；図‒12（a））。
つまり，anetは無間伐林で林齢とともに増加し，間伐林
で林齢とともに減少していた。しかし，その変化量は小
さかった。林分材積総粗成長量から求めた林分胸高係数
agrossは林齢とともに直線的な推移を示し，両者の間に
は，無間伐林で agross＝－0.000487 t＋0.438244，間伐林で
agross＝－0.000173 t＋0.426304なる関係が認められた（p＝
0.000; 図‒12（b））。つまり，anetは無間伐林，間伐林ともに
林齢とともに減少していた。しかし，その変化量は小さかっ
た。
　5．密度管理の推移
　無間伐の 3試験区は，収量比数 0.9～1.0の間で推移して
いた（図‒13）。間伐の実施された試験区は，収量比数 0.5～0.8
の間で管理されており，収穫表で示された推移を中心に分
布し，収穫表の密度管理と似ていた（図‒13）。

図‒13．林分密度管理図上の推移
図中の黒丸は無間伐の試験区を示す。

図‒11． 断面積合計総平均純成長量（a），断面積合計総
平均粗成長量（b），断面積合計定期平均純成長
量（c）および断面積合計定期平均粗成長量（d）
におけるピーク林齢の頻度分布

図中の灰色の部分は調査開始時に最大値を持つ試験区を示す。

図‒12． 純成長量（a）と粗成長量（b）における林分胸
高係数の推移

図中の×は無間伐の試験区を示す。
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IV．考　　　　　察

　1．林分材積成長量の経年推移と持続性
　いずれの林分構成値においても，定期平均成長量は調査
期間ごとに大きく変動した（図‒5，7（b），9）。断面積合
計（図‒9）と比べて，上層樹高（図‒5）および林分材積（図‒
7（b））における定期平均成長量の変動が大きかったこと
や上層樹高のピーク林齢に異常値がみられたこと（図‒10
（b））から，とくに樹高の測定誤差が大きく，これが材積
に伝播したと考えられる。したがって，本研究の結果には，
おもに樹高測定に起因する少なからぬ測定誤差が含まれて
いる。以下では，このことに留意しながら，多くの試験区
で全般的に認められる成長傾向について考察を加える。
　秋田地方のスギ人工林の林分材積定期平均成長量は，ほ
とんどの試験区において 60年以下でピークに達しており
（図‒6（c），（d）），その後は明らかな減退傾向を示した（図‒
5（a），（b））。林分の純生産量（本研究における林分材積
定期平均粗成長量と最も定義が似ている）の値は，林分の
比較的若い時期に，ある最大値に達した後，次第に減少
すると考えられている（Kira and Shidei, 1967；Ryan et al., 
1997）。一方で，林分の純生産量は最大値に達した後，一
旦は減少するが，その後林分葉量が一定に保たれ，林分の
樹幹表面積が上限値に達すると，ほぼ一定に保たれるとい
う予測もなされている（大畠・四出井，1974）。本研究のデー
タの範囲では林分材積定期平均成長量はピークに達した後
に漸減する傾向にあり，前者の傾向と一致していた。北海
道のカラマツ人工林において林分材積の成長傾向を調べた
報告（清和，1990）では，後者の傾向と一致していたこと
から，樹種・地域によって成長減退の傾向が異なる可能性
がある。
　林分材積定期平均純成長量が明らかな減退傾向を示し，
壮齢時にピークをもっていた一方で，林分材積総平均純成
長量は林分材積定期平均純成長量ほどには明瞭な低下傾向
を示さずに（図‒4（a），（b）），ほとんどすべての試験区で
ピーク林齢は 60年を越えていた（図‒6（a），（b））。また，
約半数の試験区では 80年以上でピークを迎えていた。し
たがって，60年を越えた高齢級まで林分材積総平均純成
長量が増加し続けることが明らかである。本研究のデータ
セットに含まれる多くの試験区の密度管理は収穫表の示す
密度管理に似ていたが（図‒13），無間伐区も含まれていた。
したがって，林分材積総平均純成長量が林齢 60年以上ま
で増加するという傾向は，密度管理の違いを越えた特徴と
考えられる。大住ら（2000）は，本研究のデータセットに
比べて地位の良い試験区の多く含まれる秋田地方のスギ人
工林に関するデータセットを解析して，間伐処理の違いを
超えた全般的な特徴として，高齢級においても総平均成長
量の明瞭な低下が認められないことを報告した。本研究の
データセットは地位中程度の林分が含まれていることから
（図‒2），林分材積総平均純成長量が林齢 60年以上まで増
加することは，地位の違いを超えた傾向であるといえるだ

ろう。以上から，地位や密度管理の違いにかかわらず，秋
田地方のスギ人工林の林分材積総平均純成長量は林齢 60
年以上まで増加が続くと考えられる。
　わが国で用いられてきた材積収穫量最多の輪伐期は林
分材積総平均純成長量を最大にする林齢に等しい（鈴木，
1979；田中，1996）。したがって，伐期を設定する上で，
林分の成長量に関して最も重要な問題は林分材積総平均純
成長量がいつの時点で最大になるかである。そのため，本
研究で得られた結果は，木材を持続的にできる限り最大に
供給しようとする観点からは，地位や密度管理の違いにか
かわらず，標準伐期を 60年以上に設定することが不合理
でないことを示している（大住ら，2000）。
　林分蓄積に累積間伐量を加えた林分材積総平均純成長量
と林分蓄積に累積間伐量と累積枯死量を加えた林分材積総
平均粗成長量を比較すると，後者のピーク林齢が高くなる
傾向があった（図‒6（a），（b））。林分材積総平均粗成長量
においては，最終調査時点に最大値がみられる試験区が半
分を占めており（図‒6（b）），多くの試験区における実際の
ピーク林齢は今回の結果よりも高くなると推察される。枯
死量の中には，光をめぐる競争の結果として被圧されて枯
死してしまう個体の材積量と風害や雪害などの突発的な撹
乱によって枯死してしまう個体の材積量が含まれている。
したがって，短い間隔で間伐を実行することによって，被
圧による枯死木を収穫できれば，林分材積総平均純成長量
のピーク林齢をさらに高めることができるであろう。また，
施業の実施によって，風害や雪害に強い森林を育成し，そ
のリスクを回避することができれば，林分材積総平均純成
長量のピーク林齢をさらに高めることができるであろう。
　2．林分の伸長成長・肥大成長と林分材積成長との関係
　上層樹高，断面積合計の定期平均成長量は，林分材積の
それと同様に，明瞭な減退傾向を示しており，減退傾向は
若齢時から認められた（図‒7（b），9（a），（b））。上層樹高
と断面積合計の定期平均成長量については，半数以上の試
験区で，第一回目の調査期間において最大値を示した（図‒
10（b）と図‒11（c），（d））。このため，両者の定期平均成
長量の減退が，実際にいつの時点で始まっているのかにつ
いてはわからなかった。ただし，林分材積と比較すると，
両者の定期平均成長量は早い時期に減退し始めていた。総
平均成長でみると，樹高成長と断面積合計には明瞭な成長
量の低下傾向が認められたが（図‒7（a），8（a），（b）），林
分材積については明確ではなかった（図‒4（a），（b））。総
平均成長量のピーク林齢は，上層樹高，断面積合計，林分
材積の順に高齢に推移した（図‒10（a），11（a），（b），6（a），
（b））。一般に，樹木個体の成長量のピークは，樹高成長，
直径成長，断面積成長，材積成長の順に現れるといわれて
いる（たとえば，堀田，1928；Mäkelä，1986；南雲・箕輪，
1990）。本研究で取り上げた林分構成値（上層樹高，断面
積合計，林分材積）における成長量のピークのあらわれる
順番は，樹木個体の伸長成長，肥大成長，材積成長におけ
る成長量のピークに関する知見と一致していた。
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　形数法を応用すると形状成長・伸長成長・肥大成長と材
積成長との関係を統一的に理解することが可能となる（堀
田，1928）。ここでは，この方法を用いて林分材積総平均
成長量・胸高断面積合計総平均成長量・上層樹高総平均成
長量の関連について考察したい。形数法では，個体の材積
は，胸高形数，胸高断面積，樹高の積として示される（大
隈ら，1971）。また，林分材積は，林分胸高形数，胸高断
面積合計，平均樹高との積で示される（大隈ら，1971）。
これらからの類推として，本論文では林分材積総成長量 V，
林分胸高形数 a，断面積合計総成長量 B，上層樹高 Hの関
係は，V＝aBHで示され，aは定数であると仮定する（仮
定①）。この関係を用いて林分材積総平均成長量 V/tの導
関数を求めると（4）式あるいは（5）式を得る。

　　　　  （4）　

　　　　  （5）　 

また，断面積合計総平均成長量 B/tを tで微分すると次式
を得る。

　　　　　　　　    （6）　

（5）式と（6）式から次式を得る。

　　  （7）　

　ここで，さらに，上層樹高と断面積合計が単調増加する
（dH/dt ≥ 0かつ dB/dt ≥ 0）と仮定する（仮定②）。このと
き，（4）式より断面積合計総平均成長量が増加している場
合（d（B/t）/dt＞0）には，常に林分材積平均成長量が増加
すること（d（V/t）/dt＞0）がわかる。同様に，（5）式より
上層樹高総平均成長量が増加している場合（d（H/t）/dt＞0）
には，常に林分材積総平均成長量も増加すること（d（V/t）
/dt＞0）がわかる。また，（7）式から，上層樹高総平均成
長量と断面積合計総平均成長量がともに減少している場合
（d（H/t）/dt＜0かつ d（B/t）/dt＜0）であっても，両者の平
均成長量の総合した結果である（7）式の右辺が正となる
ような状況では，林分材積総平均成長量が増加すること，
両者の平均成長量がさらに減少した場合にのみ，林分材積
総平均成長量が減少することがわかる。したがって，林分
材積総平均成長量のピーク林齢は，常に断面積合計・上層
樹高の総平均成長量のピーク林齢よりも高齢となり，断面
積合計や上層樹高の総平均成長量がともに低下し始めて
も，林分材積総平均成長量が増加し続ける場合があること
が理解できる。
　林分胸高形数 aの経年推移をみてみると，林分材積総
純成長量から求めた anetは無間伐林で増加し，間伐林で減
少していた（図‒12（a））。また，林分材積総粗成長量から
求めた agrossは間伐林，無間伐林ともに減少していた（図‒

12（b））。しかし，いずれの場合においても aの変化量は
わずかであり，この結果は上記した仮定①をおおむね満た
しているといえる。また，一つの試験区を除いて上層樹
高は常に増加していた（図‒7（b））。さらに，二つの試験
区を除いて断面積総平均成長量は常に増加していた（図‒9
（a），（b））。これらの結果は上で提示した仮定②をおおむ
ね満たしていると考える。したがって，形数法を応用した
方法に基づいて，伸長成長・肥大成長と林分材積成長との
関係を解釈することが可能だと考えられる。ここでの議論
と本研究で得られた各林分構成値の成長量の推移から，上
層樹高，断面積合計，林分材積の間には，平均成長量の経
年推移について以下のような関係があると考える。①上層
樹高総平均成長は若齢期に低下し始め，高齢期の成長量は
小さい。②断面積合計総平均成長は低下し始める時期が樹
高と比べて遅く，比較的長期にわたって成長量が増加する。
③両者の平均成長量の総量として，高齢期の林分材積総平
均成長量が確保されるので，両者と比較すると林分材積総
平均成長量は長期にわたって増加し続け，ピークに達する
時期が遅くなる。

V．お　わ　り　に

　本研究により，秋田地方のスギ人工林の林分材積総平均
成長量が，密度管理や地位の違いにかかわらず，林齢 60
年生以上まで増加することが明らかとなった。このことよ
り木材を持続的にできる限り最大に供給しようとする観点
からは，伐期を 60年以上に設定することが合理的である
と考えることができる。しかし，経済性を考慮して最適伐
期を考える場合には，林分材積成長以外に種々の要因を考
慮する必要がある。例えば，風害などのリスクを考慮して
最適伐期を推定した報告（Kuboyama and Oka, 2000）では，
林分の成長量，自然災害リスクの林齢依存性，素材価格，
伐出コストおよび育林コスト等が計算に含まれている。今
後は，上記に加えて病虫害リスクや素材価格・伐出コスト
のサイズ依存性も含めて多面的に伐期に関する検討を進め
ていく必要があるだろう。
　また，林齢 60年まで総平均成長量が増加する傾向は，
密度管理や地位の違いにかかわらず全般的に認められた
が，ピーク林齢は地位（堀田，1928；Assman, 1970）や密
度管理（Ryan et al., 1997）によって異なることが指摘され
ている。したがって，60年以上の林齢においてあらわれ
るピーク林齢の大小については，地位や密度管理の影響を
受けている可能性がある。このことについては，次報にて
報告する予定である。
　さらに，今回のデータセットは秋田地方に限定されてい
るので，他の地方においても総平均成長量の増加が長期に
わたって確保されるか否かは明確でない。最近，高齢級デー
タを追加して調製された鹿児島県，熊本県および岩手県の
収穫予想表（林野庁，2005）では，平均成長量が 40年以
下でピークに達しており，これらの地域と本研究で取り上
げた秋田地方とでは成長傾向が大きく異なっている可能性
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がある。こうした成長量の地域性を明らかにするために，
収穫試験地データなどの現実林分の総合的な解析が必要で
ある。

　長期にわたり試験地の維持管理，調査に尽力された，東
北森林管理局および森林総合研究所東北支所（旧林業試験
場東北支場）の関係者諸氏に深く謝意を表する。特に，近
年における試験地調査の体制整備にご尽力された中北　理
博士に対して深く謝意を申し上げる。九州大学の吉田茂二
郎博士と溝上展也博士には，原稿作成にあたって貴重なご
批判とご意見をいただいた。厚く御礼を申し上げる。
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